
事 務 連 絡 

令和３年６月 17 日 

 

各都道府県消防防災主管部（局） 御中 

消防庁消防・救急課 

消 防 庁 救 急 企 画 室 

 

厚生労働省「新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種のため

の筋肉内注射の臨床検査技師、救急救命士による実施のための研修

について（第二報）」への対応等について 

 

平素より、消防行政に御理解と御協力を賜り、厚く御礼を申し上げます。 

新型コロナワクチン接種のための、医師・看護師等以外の各医療関係職種（救

急救命士を含む。以下同じ。）の確保に関しては、厚生労働省における検討状況

等について、令和３年５月 25 日付け、31 日付け及び６月 11 日付け事務連絡（消

防庁消防・救急課、救急企画室）並びに「厚生労働省「新型コロナウイルス感染

症のワクチン接種を推進するための各医療関係職種の専門性を踏まえた対応の

在り方等について」への対応について」（令和３年６月４日付け消防消第 244 号

消防庁消防・救急課長、消防救第 183 号消防庁救急企画室長通知）によりお知ら

せし、また、消防機関が当該機関に所属する救急救命士を自治体が実施するワク

チン接種業務に従事させる場合の、当該救急救命士の身分取扱い等の考え方に

ついては、「消防職員である救急救命士がワクチン接種業務に従事する場合の任

命等及び手当について」（令和３年６月 11 日付け総行公第 49 号総務省自治行政

局公務員部公務員課長、消防消第 255 号消防庁消防・救急課長通知。以下「６月

11 日付け総務省・消防庁通知」という。）により整理したところです。 

こうした中、本日、同省より、「新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接

種のための筋肉内注射の臨床検査技師、救急救命士による実施のための研修に

ついて（第二報）」（令和３年６月 17 日付け厚生労働省医政局医事課、厚生労働

省医政局地域医療計画課、厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡。以下

「６月 17 日付け厚生労働省事務連絡」という。）（別添１）が発出されるととも

に、総務省より、「新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種のための筋肉

内注射の臨床検査技師、救急救命士による実施のための研修について（第二報）」

（令和３年６月 17 日付け総務省地域力創造グループ地域政策課事務連絡。以下

「６月 17 日付け総務省事務連絡」という。）（別添２）が発出され、自治体の長

からの協力要請に応じてワクチン接種のための筋肉内注射に従事する臨床検査

技師、救急救命士にあらかじめ必要とされる研修の内容や実施方法等について

情報提供がなされました。 

つきましては、貴部（局）におかれては、６月 17 日付け厚生労働省事務連絡、



６月 17 日付け総務省事務連絡及び下記の内容に十分に御留意の上、貴都道府県

及び管内市町村のワクチン接種主管部（局）等の関係者との間で適切な調整・連

携を図っていただくとともに、貴都道府県内市町村（消防の事務を処理する一部

事務組合等を含む。）及び貴都道府県下の消防学校等の消防関係研修機関に対し

て、この旨周知されますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ ワクチン接種のための筋肉内注射の救急救命士による実施に必要となる研

修の受講について 

救急救命士をワクチン接種のための筋肉内注射に従事させるためには、あら

かじめ、「新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種のための筋肉内注射

の臨床検査技師、救急救命士による実施のための研修について」（令和３年６

月 11 日付け厚生労働省医政局医事課、厚生労働省医政局地域医療計画課、厚

生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡）及び６月 17 日付け厚生労働省事

務連絡で示された座学研修及び実技研修を受講させる必要があります。 

消防機関が、当該機関に所属する救急救命士に当該研修を受講させる場合に

は、６月 17 日付け厚生労働省事務連絡に示された内容に沿って、適切に対応

いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

なお、消防機関が、当該機関に所属する救急救命士を自治体が実施するワク

チン接種業務に従事させる場合の、当該救急救命士の身分取扱い等の考え方に

ついては、６月 11 日付け総務省・消防庁通知のとおりであり、上述の研修実

施時から適切に対応されるよう、協力要請元の自治体の人事担当部局等と調整

をお願いいたします。 

 

２ 自治体の長から消防学校等の消防関係研修機関に対して、必要な実技研修

実施に係る協力要請があった場合における当該研修機関の対応について 

消防庁が都道府県に対して発出した令和３年６月 11 日付け事務連絡におい

て、予防接種の実施主体である自治体の長から、効果的かつ効率的なワクチン

接種体制の構築に向けて、消防学校等の消防関係研修機関に対して、救急救命

士へのワクチン接種のための筋肉内注射の実技研修実施に係る協力要請があ

った場合には、当該研修機関における本来業務に支障を生じさせない範囲で、

できる限りの協力を行っていただくようお願いしたところです。 

特に、都道府県においては、管内の市区町村の実技研修需要に応じ、複数市

区町村合同の研修会場として消防学校等の研修施設を提供する等、管内の実技

研修が円滑に行われるよう支援をお願いいたします。 

 

       



（別添資料） 

○別添１・・・「新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種のための筋肉内

注射の臨床検査技師、救急救命士による実施のための研修につい

て（第二報）」（令和３年６月 17 日付け厚生労働省医政局医事課、

厚生労働省医政局地域医療計画課、厚生労働省健康局健康課予防

接種室事務連絡） 

○別添２・・・「新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種のための筋肉内

注射の臨床検査技師、救急救命士による実施のための研修につい

て（第二報）」（令和３年６月 17 日付け総務省地域力創造グループ

地域政策課事務連絡） 

 

 【問合せ先】 

消防・救急課 高荒 永峯 前田  ＴＥＬ：03-5253-7522 

救急企画室  伊藤 小塩 岡澤  ＴＥＬ：03-5253-7529 



事 務 連 絡 

令 和 ３ 年 ６ 月 17 日 

都 道 府 県 

各 市 町 村 衛生主管部（局） 御中 

特 別 区 

厚生労働省医政局医事課 

厚生労働省医政局地域医療計画課 

厚生労働省健康局健康課予防接種室 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種のための筋肉内注射の臨床検査

技師、救急救命士による実施のための研修について（第二報） 

 新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種のための筋肉内注射の臨床検

査技師、救急救命士による実施の可否についての法的な整理については、「新

型コロナウイルス感染症のワクチン接種を推進するための各医療関係職種の専

門性を踏まえた対応の在り方等について」（令和３年６月４日厚生労働省医政

局長、健康局長、医薬・生活衛生局長通知。以下「６月４日通知」という。）

において、お示しし、その中で、実施に当たっての条件の１つとして、「協力

に応じる臨床検査技師、救急救命士がワクチン接種のための筋肉内注射につい

て必要な研修を受けていること。」としたところです。この「必要な研修」に

ついては、「新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種のための筋肉内注

射の臨床検査技師、救急救命士による実施のための研修について」（令和３年

６月 11 日厚生労働省医政局医事課、地域医療計画課、健康局健康課予防接種

室事務連絡。以下「６月 11 日事務連絡」という。）において、ワクチン接種

に関する研修の実施方法、職種ごとの留意点等についてお示ししたところです

が、今般、研修の実施方法に関して、下記のとおり、より具体的な内容や実施

方法等を定めることとしました。 

貴職におかれては本事務連絡の内容について、ご了知いただくとともに、関係

者・関係機関への周知を行うなど、引き続き、希望する高齢者について 7月末を

念頭に２回のワクチン接種を終えることができるよう、特段のご配慮をいただ

きますようお願いいたします。 

なお、「「新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種のための筋肉内注射

の歯科医師による実施について」に関する質疑応答集（Q&A）の更新について」

（令和３年６月 15 日厚生労働省医政局医事課、歯科保健課、健康局健康課予防

接種室事務連絡）でお示ししているとおり、職域接種を行う医療機関が、医師・

看護師等の確保に取り組んだ上で、それでもワクチン接種に必要な医師・看護師

等の確保が困難と判断した場合は、職域接種の会場においても、歯科医師がワク

別添１



チン接種を行うことが可能である、としているところですが、臨床検査技師及び

救急救命士においても、歯科医師と同様の取扱いとなりますので、その点につい

ても関係者に周知等をしていただきますよう、併せてお願いいたします。 

記 

１．講義形式の研修（以下、「座学研修」という。） 

座学研修で用いる Web 研修システムについては、6 月 11 日事務連絡におい

て、「Web 研修システムについては現在準備中であり、受講可能な状況になり

ましたら、改めてお知らせいたします」としていたところです。これにつきま

しては、一般社団法人日本臨床衛生検査技師会のご協力を得て、同会の「Web

研修システム」を活用することといたしました。なお、この Web 研修システム

を用いた座学研修につきましては、臨床検査技師は６月 18 日から、救急救命

士は６月 24 日から、受講可能となります。 

座学研修で行う講義内容は別添１とし、それぞれの内容に関する動画を全て

視聴し確認試験に合格をすることをもって、一定の知識を有するとし、受講修

了証が発行されます。 

座学研修の受講を希望する方におかれましては、臨床検査技師と救急救命士

とで申込方法が異なりますので、それぞれ、以下の Web サイトから、申込みを

行ってください。 

〇臨床検査技師の方の申込み 

一般社団法人日本臨床衛生検査技師会 Web ページ中の 

新型コロナウイルス感染症のワクチン接種基礎研修受講申込ページ 

〇救急救命士の方の申込み 

財団法人日本救急医療財団 Web ページ中の 

新型コロナウイルス感染症のワクチン接種基礎研修受講申込ページ 

２．実技を含む研修（以下「実技研修」という。） 

都道府県等において実施していただく実技研修に必要な項目及び実施体制

等については、6 月 11 日事務連絡において、「実技研修に必要な項目や実施

体制等については、おって更にお知らせをいたします。」としていたところで

す。 

まず、実技研修に必要な項目及び内容については、関係者のご意見等を踏ま

えて、別添２の「実技研修概要（例）」として整理しましたので、各都道府県

等においては、実技研修の実施に当たり、参考としていただきますようお願い

します。 

次に、実技研修の実施体制等については、以下に留意して実施することとし

ていただきますようお願いします。 



 ○実技研修の実施体制等に関する留意点 

・実技研修の受講者は、座学研修を修了した者が対象となるため、座学研修の

受講修了証を確認すること。 

・実技研修の実施にあたっては、３密を避けるなどの、感染対策に十分に留意

したものとすること。 

・実技研修を指導する講師は、医師又は看護師とすること。 

・実技研修の講義を行う際には、6 月 11 日事務連絡で示した＜ワクチン接種

に関する職種ごとの留意点＞を踏まえた指導とすること。 

・シミュレーターを用いた実技指導を行う際には、講師一人当たりの受講者数

は５人以下とすること。 

・実技研修の講義およびシミュレーターを用いた実技指導の実施に当たって

は、これまで接種会場で発生したインシデントの内容やその留意点等（※）

を交えた指導とすること。 

 （※）接種会場で発生したインシデントの内容及び留意点 

   ・（内容）使用済みの針を別の対象者に穿刺してしまった。 

     ⇒（留意点）使用済みの針はリキャップせずに速やかに破棄する。 

   ・（内容）薬液の充填されていない、もしくは空気のみが入ったものを

被接種者に穿刺し、空気を投与してしまった。 

     ⇒（留意点）接種前に、適正量の薬液が充填されていることを 

確認すること。 

 

３．実技研修の委託 

  実技研修は、都道府県及び市区町村（以下「都道府県等」という。）から、

適切に実技研修を行い得る団体等に委託して実施することとして差し支えあ

りません。その際、委託に要する費用等については、「新型コロナウイルスワ

クチン接種体制確保事業費補助金」の活用が可能です。 

  なお、以下の各団体から、実技研修に関する技術的助言や実技研修実施の受

託等に関して協力する旨の申出をいただいています。各都道府県等から直接

ご相談いただいて差し支えありませんので、適宜、ご相談ください。 

 

〇臨床検査技師に関して協力可能な団体の名称及び問い合わせ先 

一般社団法人日本臨床衛生検査技師会 

TEL 03-3768-4722 / FAX 03-3768-6722 

E-mail jamt@jamt.or.jp 

※ 臨床検査技師における当該研修実施に当たっては、上記団体に問い合

わせいただければ、都道府県にある臨床（衛生）検査技師会へ紹介をい

たします。 

 

 



〇救急救命士に関して協力可能な団体の名称及び問い合わせ先 

1）日本救急救命士協会 

TEL 03-6403-3892 / FAX 03-6383-3899 

E-mail jpa@paramedics.jp 

   2）全国救急救命士教育施設協議会 

TEL 042-339-7191（国士舘大学 防災・救急救助総合研究所内） / 

 FAX 042-339-7191 

E-mail info@jesa-emt.jp 

   3）日本臨床救急医学会 

 ※事務局担当者が不在のこともありますので、メールにてご連絡いた 

だけますと幸いです。 

TEL 03-3384-8177（平日 10:30～15:30） / FAX 03-3380-8627 

E-mail jsem_jimu@herusu-shuppan.co.jp 

※ 救急救命士については、上記団体の他、各地の消防学校等に問い合わ

せいただくことも可能です。 

 

４．研修受講修了者リストの取扱いに関して 

（１）座学研修受講修了者リストの利用 

1)実技研修を実施する際は、受講申込者が座学研修を修了していることを確

認する必要があります。都道府県等が実技研修を実施する際には、以下の

通り、提供された座学研修受講修了者リストと実技研修受講申込者リスト

の突合を行ってください。 

2)都道府県毎の座学研修受講修了者リストは、都道府県臨床（衛生）検査技

師会及び日本救急医療財団から、都道府県所管部局に対して、座学研修が

開始された日から毎週末営業日に提供されます。また、日本臨床衛生検査

技師会及び日本救急医療財団から厚生労働省健康局健康課予防接種室に

対して、毎月末営業日に座学研修受講修了者の全リストが提供されます。 

なお、座学研修受講修了者リストが各都道府県に提供されること、都道

府県等においてワクチン接種体制の確保に必要な範囲で活用されること

については、座学研修の受講申込に際し、受講者の同意が得られているこ

とを申し添えます。 

3)都道府県は、適宜管内の市区町村に座学研修受講修了者リストを共有して

ください。 

4)座学研修受講修了者リストには、氏名、職種、免許登録番号、メールアド

レス、勤務地及び住居地（市区町村まで）が含まれるものとします。 

5)提供されたリストを、都道府県等が実技研修の案内等に活用することは差

し支えありません。 

 

 



（２）実技研修受講修了者リストの利用 

1)都道府県は、 

・都道府県が実施（委託実施を含む。）した実技研修 

・管内市区町村が実施（委託実施を含む。）した実技研修 

のそれぞれについて、少なくとも月に 1回以上、実技研修受講修了者リス

トを取りまとめてください。 

2)都道府県は、適宜管内の市区町村に実技研修受講修了者リストを共有し 

てください。 

3)実技研修受講修了者リストには、職種、氏名、免許登録番号、メールアド

レス、勤務地及び住居地（市区町村まで）が含まれるものとしてください。 

4)都道府県は、厚生労働省健康局健康課予防接種室の自治体サポートチーム

による月一回程度の調査に応じてください。 

 

（３）都道府県等におかれましては、研修受講修了者リストの個人情報の取り扱

いに十分ご留意いただくようお願いいたします。 

 

５．座学及び実技研修のスキームについては、別添３のとおりとなっております

ので、ご参照ください。 

 

  



（別添１） 

１．座学研修の講義内容 
 

動画タイトル 制作・監修 

1 かなりわかってきた新型コロナワクチ

ン：前半～2021 年 6 月上旬現在の最新

エビデンス～ 

日本プライマリ・ケア連合学会 

2 かなりわかってきた新型コロナワクチ

ン：後半～2021 年 6 月上旬現在の最新

エビデンス～ 

日本プライマリ・ケア連合学会 

3 新型コロナウイルス感染症に係るワク

チンの接種に必要な解剖学の基礎知識 

日本歯科医学会 

4 医療従事者のための新型コロナウイル

スワクチンを安全に接種するための注

意とポイント 

厚生労働行政推進調査事業費補

助金“新興・再興感染症及び予防

接種政策推進研究事業”「ワクチ

ンの有効性・安全性と効果的適

用に関する疫学研究」 

5 新型コロナワクチン より安全な新し

い筋注の方法 2021 年 3 月版 

日本プライマリ・ケア連合学会 

6 新型コロナワクチン接種時のアナフィ

ラキシーへの対応【医療者向け】 

日本医師会 

 

確認試験を除く講義動画視聴時間 計約 150 分 

  



 

 

（別添２） 

２．実技研修概要（例） 
 

項目 内容 

1 オリエンテーション プログラム確認 

2 ワクチン接種の全体の流れに

ついて 

①問診から経過観察までの流れの確認 

②接種の各業務における各職種の役割分

担 

3 ワクチン接種における安全配

慮 

①安全配慮（清潔操作・注射針の取扱い・

神経損傷の防止・転倒転落の防止） 

②接種会場での安全確保に係る留意点・工

夫 

③アナフィラキシー・血管迷走神経反射と

その対応 

④インシデント対策 

4 筋肉内注射の実際 ①普段の業務における穿刺と筋肉内注射

との違い 

②筋肉内注射の実際（動画等での確認） 

5 シミュレーターを用いた実技 

（受講者一人当たり最低５回

ずつ一連の流れを体験） 

①手指消毒、清潔・不潔区域の確認 

②物品の確認 

③被接種者への声かけ、アルコール使用禁

忌の有無の確認 

④被接種者の体格の確認、姿勢および接種

部位の確認 

⑤消毒法 

⑥シリンジ内の薬液の確認 

⑦シリンジの持ち方 

⑧針キャップの外し方 

⑨針を刺す角度 

⑩接種部位を揉まないことの確認 

⑪シリンジと針を適切に廃棄する方法 

⑫医師や看護師に相談が必要な状況と手

指消毒のタイミングの確認 

6 質疑応答 受講者からの質問に応答 

7 修了証の授与 終了時に修了証を発行 

 



（別添３） 新型コロナのワクチン接種に係る臨床検査技師・救急救命士の研修（座学）スキーム

 座学については臨床検査技師、救急救命士共に、日本臨床衛生検査技師会のWeb研修システム（オンデマ
ンド）を活用する。

 日本救急医療財団は、救急救命士からの座学の受講希望を受けて救急救命士の免許登録番号等の突き合わ
せを行って本人確認をし、その情報を日本臨床衛生検査技師会のWeb研修システム受講申込に登録する。

日本臨床衛生検査技師会
Web研修システム

日本救急医療財団
・メールプラットフォーム

・問い合わせ機能

②受講者情報の登録

④Web研修受講

⑥受講修了者情報の共有

救急救命士

③パスワードの発行（同報）

全国救急救命士全国救急救命士
教育施設協議会
日本救急救命士

協会
日本救急救命士

協会

適宜、周知に協力いただく

メールプラットフォームメールプラットフォーム
の記載情報、受講修了者
リストの内容
・氏名
・職種
・免許登録番号
・メールアドレス
・勤務地および住居地

受講修了証の記載
内容
・氏名
・免許登録番号
・日本救急医療
財団理事⾧名

日本臨床救急医日本臨床救急医
学会

⑦
受
講
修
了
者
リ
ス
ト
提
供

⑤受講修了証の発行

臨床検査技師

①受講希望、
Web研修
受講

②
受
講
修
了
証
の
発
行 ③

受
講
修
了
者
リ
ス
ト
提
供

受講修了証の記載
内容
・氏名
・免許登録番号
・日本臨床衛生検
査技師会⾧名

臨床検査技師側 救急救命士側

①
受
講
希
望

③パスワードの発行

厚生労働省健康局健康課予防接種室（全リスト）

都道府県（住居地における各都道府県ごとのリスト）

都道府県臨床
（衛生）検査技師会

・氏名
・職種
・免許登録番号
・メールアドレス
・勤務地および住居地



⑦研修実施

厚生労働省

新型コロナのワクチン接種に係る臨床検査技師・救急救命士の研修（実技）スキーム

 座学の受講修了証の発行を受けた臨床検査技師及び救急救命士は、当該修了証を提示の上、都道府県等が
実施又は都道府県等が委託する各団体が実施する実技研修を受講する。

 実技研修修了後、当該臨床検査技師及び救急救命士は集団接種会場におけるワクチンの接種者として活動
が可能となる。

救急救命士救急救命士
※座学の受講修了証所持

①都道府県等にて実技研修を企画
（各団体に委託も可能）

臨床検査技師臨床検査技師
※座学の受講修了証所持

実技研修修了証の記載
内容
・氏名
・免許登録番号
・都道府県等の⾧名
・（委託する場合）各
団体の⾧名

⑥人確認
※座学修了者リスト
と受講申し込み者の
突合等により照合

⑨活用

自治体サポートチーム自治体サポートチーム

③依頼・相談
（研修協力・委託）

実技研修修了者数等の
調査ご協力

可能な関係団体例

※上記は例示であり、他団体が
研修を実施することを妨げない。

全国救急救命士
教育施設協議会

日本救急救命士協会

都道府県臨床（衛生）
検査技師会

各地の消防学校

日本臨床救急医学会

都道府県等

都道府県
②都道府県より
座学受講修了者
リスト提供

⑧実技研修受講
修了者リスト共有

④座学修了者へ
実技研修案内
（DM等）

⑤実技研修
受講申し込み

⑤実技研修
受講申し込み

臨床検査技師、救急救命士による
ワクチン接種

特設会場



事 務 連 絡 

令和３年６月 17 日 

各都道府県総務部（局） 御中 

（財政担当課・人事担当課・市町村担当課扱い） 

総務省地域力創造グループ地域政策課 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種のための筋肉内注射の 

臨床検査技師、救急救命士による実施のための研修について（第二報） 

各都道府県におかれましては、全庁をあげて、新型コロナウイルス感染症対策

に取り組まれていることに感謝を申し上げます。 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種のための筋肉内注射の臨床検

査技師、救急救命士による実施の可否についての法的な整理については、「新型

コロナウイルス感染症のワクチン接種を推進するための各医療関係職種の専門

性を踏まえた対応の在り方等について」（令和３年６月４日厚生労働省医政局長、

健康局長、医薬・生活衛生局長通知）において示され、その中で、実施に当たっ

ての条件の１つとして、「協力に応じる臨床検査技師、救急救命士がワクチン接

種のための筋肉内注射について必要な研修を受けていること」とされたところ

です。この「必要な研修」については、「新型コロナウイルス感染症に係るワク

チン接種のための筋肉内注射の臨床検査技師、救急救命士による実施のための

研修について」（令和３年６月 11 日厚生労働省医政局医事課、地域医療計画課、

健康局健康課予防接種室事務連絡）において、ワクチン接種に関する研修の実施

方法、職種ごとの留意点等について示されたところですが、今般、研修の実施方

法に関して、より具体的な内容や実施方法等について、別添のとおり厚生労働省

から事務連絡が発出されました。 

なお、同事務連絡では、職域接種を行う医療機関が、ワクチン接種に必要な医

師・看護師等の確保が困難と判断した場合は、職域接種の会場においても、歯科

医師と同様に、救急救命士もワクチン接種を行うことが可能とされています。 

つきましては、貴都道府県総務部局におかれましても、上記の趣旨を踏まえ、

市区町村に対して別添事務連絡について周知していただくとともに、衛生主管

部局と連絡を密にし、市区町村に対する支援体制を引き続き充実していただく

ようお願いいたします。 

なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、

各市区町村に対して、本通知についての情報提供を行っていること、及び本通知

は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に基づく技術的

な助言であることを申し添えます。 

事務担当 

地域力創造Ｇ 地域政策課 

茂原課長補佐、近藤主査 

直通 03-5253-5523 

FAX 03-5253-5530 

Mail  chisei@soumu.go.jp 

別添２
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